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【【【【ねらいねらいねらいねらい】】】】

●ごみ処理広域化による行財政効率の大幅な向上●ごみ処理広域化による行財政効率の大幅な向上●ごみ処理広域化による行財政効率の大幅な向上●ごみ処理広域化による行財政効率の大幅な向上

●ごみ処理の安定的な継続の確保●ごみ処理の安定的な継続の確保●ごみ処理の安定的な継続の確保●ごみ処理の安定的な継続の確保

【【【【課題課題課題課題】】】】

● 県内のごみ処理施設の大半が、小規模かつ老朽化

● 施設の広域・統合整備による「ごみ共同処理」促進が喫緊の課題

ごみ処理広域化の促進

１

６施設６施設６施設６施設１１施設１１施設１１施設１１施設
約７割の施設が５万人未満約７割の施設が５万人未満約７割の施設が５万人未満約７割の施設が５万人未満 約８割の施設が２０年以上経過約８割の施設が２０年以上経過約８割の施設が２０年以上経過約８割の施設が２０年以上経過

◇課題及び取組経緯等◇課題及び取組経緯等◇課題及び取組経緯等◇課題及び取組経緯等

【【【【取組経緯取組経緯取組経緯取組経緯】】】】

● 県・市町村長サミット奈良モデル検討会（H22～）において、各市町村の

現状・課題等の情報を共有しながら、ごみ共同処理の効果・必要性の認

識共有

● 県・市町村担当課長会議を設置（H25.5)、関係市町村ワーキング等によ

り個別事業化を促進 （施設の統合整備、災害廃棄物処理対策、リサイク

ル等減量化、不法投棄・使用済家電等対策等）

● ごみ処理広域化を促進するための県補助金制度を新設（県補助金制度を新設（県補助金制度を新設（県補助金制度を新設（H28.4H28.4H28.4H28.4施行）施行）施行）施行）、

県内４地域で、新たな広域処理施設の計画・整備を推進

７施設７施設７施設７施設 １施設１施設１施設１施設
①計画・調査費に対する補助（市町村負担額の１／２）①計画・調査費に対する補助（市町村負担額の１／２）①計画・調査費に対する補助（市町村負担額の１／２）①計画・調査費に対する補助（市町村負担額の１／２）

②施設整備費に対する補助②施設整備費に対する補助②施設整備費に対する補助②施設整備費に対する補助

（起債償還額から（起債償還額から（起債償還額から（起債償還額から交付税交付税交付税交付税を差し引いた額の１／４）を差し引いた額の１／４）を差し引いた額の１／４）を差し引いた額の１／４）

循環型社会形成推進循環型社会形成推進循環型社会形成推進循環型社会形成推進交付金交付金交付金交付金1/31/31/31/3 市町村市町村市町村市町村負担負担負担負担2/32/32/32/3
県補助県補助県補助県補助１１１１/3/3/3/3 市町村負担市町村負担市町村負担市町村負担１１１１/3/3/3/3

循環型社会形成推進循環型社会形成推進循環型社会形成推進循環型社会形成推進交付金交付金交付金交付金1/31/31/31/3（又は（又は（又は（又は1/2)1/2)1/2)1/2)33%33%33%33%（又は（又は（又は（又は50%50%50%50%）））） 起債起債起債起債 60606060％（又は％（又は％（又は％（又は45454545％）％）％）％）交付税交付税交付税交付税33330000％（又は％（又は％（又は％（又は22.522.522.522.5％）％）％）％） 交付税交付税交付税交付税以外以外以外以外33330000％（又は％（又は％（又は％（又は22.522.522.522.5％）％）％）％） 市町村市町村市町村市町村負担負担負担負担7%(7%(7%(7%(又又又又はははは5555％％％％))))
県補助県補助県補助県補助7.57.57.57.5％％％％((((又又又又はははは5.65.65.65.6％％％％)))) 市町村負担市町村負担市町村負担市町村負担22.522.522.522.5％％％％((((又は又は又は又は16.916.916.916.9％％％％))))

1/21/21/21/2

1/41/41/41/4

※一般廃棄物処理事業債の場合（例）

１９施設１９施設１９施設１９施設 １施設１施設１施設１施設５施設５施設５施設５施設

◇広域化促進の新たな奈良モデル補助金＜基本スキーム＞◇広域化促進の新たな奈良モデル補助金＜基本スキーム＞◇広域化促進の新たな奈良モデル補助金＜基本スキーム＞◇広域化促進の新たな奈良モデル補助金＜基本スキーム＞

【【【【補助率補助率補助率補助率】】】】



２．山辺・県２．山辺・県２．山辺・県２．山辺・県北西部広域環境衛生組合北西部広域環境衛生組合北西部広域環境衛生組合北西部広域環境衛生組合（H28.4設立）

※７施設を１施設に統合整備 （施設規模：340トン/日(現時点想定))
・構成市町村 大和高田市・天理市・山添村・三郷町・安堵町・

川西町・三宅町・上牧町・広陵町・河合町

・管理者 天理市長

・設置場所 天理市岩屋町ほか
・事業進捗

・実現化に向けた検討調査（ H27） ※天理市実施

・関係10市町村による事業推進協定の締結（H28.1)

・環境影響評価（H28～H31（予定））

・施設整備基本計画（H28）

３．さくら広域環境衛生組合３．さくら広域環境衛生組合３．さくら広域環境衛生組合３．さくら広域環境衛生組合 （H28.4設立）

※２施設を１施設に統合整備 （施設規模：30トン/日(現時点想定))

・構成町村 吉野町・大淀町・下市町・黒滝村・天川村・川上村・

東吉野村

・管理者 大淀町長

・事業進捗 ・県南部地域ごみ処理広域化推進協議会（H25.11～）

会長：大淀町長、副会長：吉野町長、顧問：知事

・実現化に向けた検討調査（H26） ※協議会実施

・関係７町村による事業推進協定の締結（H27.11）

・H28から、建設用地選定、測量・地質調査、施設整備

基本計画等に着手予定

４．宇陀地域４．宇陀地域４．宇陀地域４．宇陀地域

・構成市村 宇陀市・曽爾村・御杖村

・事業進捗 ・宇陀地域ごみ処理広域化推進協議会（H26.12～）

会長：宇陀市長、顧問：知事

・実現化に向けた検討調査（H27～） ※協議会実施

１．やまと広域環境衛生１．やまと広域環境衛生１．やまと広域環境衛生１．やまと広域環境衛生事務組合事務組合事務組合事務組合（H24.8設立）

※３施設を１施設に統合整備 （施設規模：120トン/日）

・構成市町 御所市・田原本町・五條市

・管理者 御所市長

・設置場所 御所市大字栗阪

・事業進捗 本体工事（H27～H29春（予定））

２

◇県内４地域における事業進捗状況◇県内４地域における事業進捗状況◇県内４地域における事業進捗状況◇県内４地域における事業進捗状況

ごみ処理広域化の促進



【事業推進イメージ】

■ 現在推進中の県内４地域の広域化が実現すると、県内の処理施設数４割減（（（（25252525施設施設施設施設→→→→15151515施設）施設）施設）施設）

※一般廃棄物処理実態調査、奈良県廃棄物対策課資料より※経過年数は平成２７年度末現在

◆◆◆◆新たな広域化（想定）新たな広域化（想定）新たな広域化（想定）新たな広域化（想定） 【【【【１５施設１５施設１５施設１５施設】】】】

200t/日以上 100t/日以上
50t/日以上 50t/日未満

やまと広域環境衛生事務組合やまと広域環境衛生事務組合やまと広域環境衛生事務組合やまと広域環境衛生事務組合

山辺・県北西部広域環境衛生組合山辺・県北西部広域環境衛生組合山辺・県北西部広域環境衛生組合山辺・県北西部広域環境衛生組合宇陀地域宇陀地域宇陀地域宇陀地域さくら広域環境衛生組合さくら広域環境衛生組合さくら広域環境衛生組合さくら広域環境衛生組合
◆◆◆◆現状現状現状現状 【【【【２５施設２５施設２５施設２５施設】】】】

施設名 構成市町村 設置年 経過年数 処理能力（㌧/日）
1 奈良市環境清美工場 奈良市 S57 34 120

S60 31 360

2 クリーンセンターかしはら 橿原市 H15 13 255

3 生駒市清掃センター 生駒市 H3 25 220

4 大和郡山市クリーンセンター 大和郡山市 S60 31 180

5 大和高田市クリーンセンター 大和高田市 S61 30 150

6 桜井市グリーンパーク 桜井市 H14 14 150

7 葛城市新庄クリーンセンター 葛城市 S48 43 78

8 五條市みどり園 五條市 H6 22 70

9 田原本町清掃工場 田原本町 S60 31 60

10 御所市クリーンセンター 御所市 H6 22 54

11 平群町清掃センター 平群町 H4 24 35

12 三郷町清掃センター 三郷町 H2 26 40

13 安堵町環境美化センター 安堵町 H3 25 20

14 上牧町塵芥焼却場 上牧町 S46 43 15

15 広陵町クリーンセンター 広陵町 H19 9 35

16 河合町清掃工場 河合町 S52 39 30

17 明日香村クリーンセンター 明日香村 H14 14 6

18 十津川村衛生センター 十津川村 H4 24 10

19 天理市環境クリーンセンター 天理市
S57 34 220

山添村川西町三宅町
20
美濃園（香芝・王寺環境施設組合） 香芝市

S57 34 150王寺町
21
南和広域美化センター（南和広域衛生組合） 高取町

H6 22 40

大淀町下市町黒滝村天川村
22 宇陀クリーンセンター 宇陀市（旧榛原町,大宇陀,菟田野） H9 19 27

23
東宇陀クリーンセンター（東宇陀環境衛生組合） 宇陀市（旧榛原町,旧室生村）

H8 20 20曽爾村御杖村
24
吉野三町村クリーンセンター（吉野広域行政組合） 吉野町

H4 24 25川上村東吉野村
25
上下北山クリンセンター（上下北山衛生一部事務組合） 上北山村

H15 13 5下北山村斑鳩町衛生処理場 斑鳩町 H24.4休止（現在は民間委託）

施設名 構成市町村 進捗等
1 奈良市環境清美工場 奈良市 H36稼働を目標とし、新炉建設事業推進（約320t/日）
2 クリーンセンターかしはら 橿原市
3 生駒市清掃センター 生駒市
4 大和郡山市クリーンセンター 大和郡山市 H27-H29施設の基幹的設備改良工事（180t/日）
5 桜井市グリーンパーク 桜井市
6 葛城市新庄クリーンセンター 葛城市 H29.4新炉竣工予定（50t/日）
7 明日香村クリーンセンター 明日香村
8 平群町清掃センター 平群町
9 十津川村衛生センター 十津川村

10
美濃園（香芝・王寺環境施設組合） 香芝市

H30-H32新炉工事予定（約120t/日）王寺町
11
上下北山クリーンセンター（上下北山衛生一部事務組合） 上北山村下北山村

12 やまと広域環境衛生事務組合 五條市
H29稼働予定（120t/日）御所市田原本町

13 山辺・県北西部広域環境衛生組合 天理市
H28.4 一部事務組合設立
H35稼働予定（約340t/日）大和高田市山添村川西町三宅町三郷町安堵町上牧町広陵町河合町

14 宇陀地域 宇陀市
H27 宇陀地域ごみ処理広域化推進協議会が専門調査に着手（約28t/日）曽爾村御杖村

15 さくら広域環境衛生組合 大淀町
H28.4 一部事務組合設立
H33稼働予定（約30t/日）下市町黒滝村天川村吉野町川上村東吉野村 ３
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府県名

人口

（万人）

Ａ

面積

（ha）

Ｂ

市町村数

（合併前市町村数）

Ｃ

ごみ焼却施設数

（合併前施設数）

Ｄ

ごみ焼却施設当たり

人口規模（万人）

（Ａ/Ｄ）

大阪府 887 190,514
43

（44）

43

（53）
20.63

兵庫県 564 840,096
41

（91）

38

（56）
14.84

京都府 258 461,219
26

（44）

18

（27）
14.33

奈良県 140 369,094
39

（47）

25

（30）
5.60

新たな広域化新たな広域化新たな広域化新たな広域化 140 369,094 39 15 9.33

滋賀県 142 334,815※ 19

（50）

11

（15）
12.91

和歌山県 100 472,469
30

（50）

19

（35）
5.26〈出典〉人 ロ:住民基本台帳に基づく人ロ、人ロ動態及ぴ世帯数(平成27年1月1日現在)面 積:全国都道府県市区町村別面積調(平成27年10月1日現在)施設数:平成26年度一般廃棄物処理実態調査結果※ 滋賀県の面積は琵琶湖を除く

４

２倍２倍２倍２倍程程程程

◇◇◇◇近畿府県との比較近畿府県との比較近畿府県との比較近畿府県との比較

【現状】

○奈良県は、施設あたりの人口規模（処理量）が最少 ○人口・面積規模が近い滋賀県と比べて施設数が２倍

【新たな広域化による効果等】

○現在推進中の県内４地域の広域化が実現すると、県内の処理施設数４割減（（（（25252525施設施設施設施設→→→→15151515施設）施設）施設）施設）。１施設当たりの人口規模が約２倍１施設当たりの人口規模が約２倍１施設当たりの人口規模が約２倍１施設当たりの人口規模が約２倍

○今後、長期的な視野でさらなる広域化の枠組みづくりの検討・促進長期的な視野でさらなる広域化の枠組みづくりの検討・促進長期的な視野でさらなる広域化の枠組みづくりの検討・促進長期的な視野でさらなる広域化の枠組みづくりの検討・促進が必要

ごみ処理広域化の促進



◇ごみ処理広域化による行財政効率の大幅な向上（天理モデルを事例として県（環境政策課）が概括的に試算）◇ごみ処理広域化による行財政効率の大幅な向上（天理モデルを事例として県（環境政策課）が概括的に試算）◇ごみ処理広域化による行財政効率の大幅な向上（天理モデルを事例として県（環境政策課）が概括的に試算）◇ごみ処理広域化による行財政効率の大幅な向上（天理モデルを事例として県（環境政策課）が概括的に試算）■ 関係１０市町村（組合）による施設の統合整備・運営（７施設→１施設）により、焼却施設の建設費で約焼却施設の建設費で約焼却施設の建設費で約焼却施設の建設費で約100億円、億円、億円、億円、同運営費で年間約同運営費で年間約同運営費で年間約同運営費で年間約9億円億円億円億円のコスト縮減
（１） 焼却施設建設費 （イニシャル） （２） 焼却施設運営費 （ランニング）

※ 現行制度（交付金・起債・奈良モデル補助金）を適用。 ※ 広域化施設の運営費は、事例から施設建設費の５％で試算※ 単独建替の運営費は、既存施設の実績ベースで試算
５

国交付金交付税市町村市町村市町村市町村一般財源一般財源一般財源一般財源

国交付金交付税
市町村市町村市町村市町村一般財源一般財源一般財源一般財源

約３２０億円
約１６０億円

▲▲▲▲107107107107億円億円億円億円（▲（▲（▲（▲69%69%69%69%））））

広域化により市町村実質負担分が約１００億円のコスト縮減

県奈良モデル補助金
※事業費ベース ▲約160億円（▲50%）

（億円）

（７施設） （１施設）

年間・10市町村で約９億円のコスト縮減（億円/年）

（７施設） （１施設）
▲▲▲▲9999億円億円億円億円（▲（▲（▲（▲53%53%53%53%））））施設運営費 施設運営費

ごみ処理広域化の促進

※ 事例等をもとに建設単価（トン単価）を設定

約85億円約80億円
約約約約155155155155億円億円億円億円 約60億円約40億円約12億円約約約約48484848億円億円億円億円

約17億円 約8億円



○災害廃棄物処理対策の推進○災害廃棄物処理対策の推進○災害廃棄物処理対策の推進○災害廃棄物処理対策の推進

○廃棄物の減量化・再生利用の推進○廃棄物の減量化・再生利用の推進○廃棄物の減量化・再生利用の推進○廃棄物の減量化・再生利用の推進

【経緯】

・県災害廃棄物処理計画を策定・公表(H28.3)

【経緯】

・研修会、ワーキング等による個別事業化の促進(H27)

・使用済小型家電、廃食用油等の対策促進等

・多量排出事業者への県・市町村合同立入調査(H27.2～)

※※※※全国初の県・市町村連携全国初の県・市町村連携全国初の県・市町村連携全国初の県・市町村連携

○不法投棄・家電等の対策強化○不法投棄・家電等の対策強化○不法投棄・家電等の対策強化○不法投棄・家電等の対策強化

【今後の取組】

・「奈良県災害廃棄物対策連絡会」（県・市町村担当課長会議）の

設置・運営(H28.6～)

・県・市町村合同教育・訓練の実施(H28秋頃)

・市町村災害廃棄物処理計画の策定促進

【今後の取組】

・研修会、ワーキング等の継続実施（意欲の高い市町村との共同

研究等による事業化促進）

・多量排出事業者への県・市町村合同立入調査の継続実施

【経緯】

・「奈良県使用済家電等対策連絡会」 （県・市町村担当課長会

議）を設置・運営(H24.7～)

・不用品回収業者への国・県・市町村合同立入調査(H25.11～)

※※※※全国初の国・県・市町村連携全国初の国・県・市町村連携全国初の国・県・市町村連携全国初の国・県・市町村連携

【今後の取組】

・「奈良県使用済家電等対策連絡会」の運営

・不法投棄、不適正処理撲滅に向けた情報共有、対策強化

・効果・効率的な広報連携

・不用品回収業者への国・県・市町村合同立入調査の継続実施

６

◇共同処理（広域化）を視野に入れた個別事業化の促進◇共同処理（広域化）を視野に入れた個別事業化の促進◇共同処理（広域化）を視野に入れた個別事業化の促進◇共同処理（広域化）を視野に入れた個別事業化の促進

ごみ処理広域化の促進


